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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】分散安定性に優れた顔料分散液、及び、高品質なカラーフィルタ、色再現性に優
れ、高コントラストの液晶表示装置を提供する。
【解決手段】（Ａ）アクリル系高分子分散剤、（Ｂ）顔料、および（Ｃ）有機溶剤を含有
し、（Ａ）アクリル系高分子分散剤が下記構造のアントラキノニル基、ナフタルイミド基
、ベンズイミダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有する事を特徴と
する顔料分散組成物、それを用いて製造されたカラーフィルタ、及び液晶表示装置。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）下記構造式で示されるアントラキノニル基、ナフタルイミド基、及びベンズイミ
ダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有するアクリル系高分子分散剤
と、（Ｂ）顔料と、（Ｃ）有機溶剤と、を含有し、（Ａ）アクリル系高分子分散剤の（Ｂ
）顔料への吸着率が５０～７０質量％である顔料分散組成物。
【化１】

（前記構造式中、＊は（Ａ）アクリル系高分子分散剤と結合する位置を示す。）
【請求項２】
　カラーフィルタの着色パターン形成に用いる請求項１に記載の顔料分散組成物。
【請求項３】
　前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤の酸価が、１００ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下である請求項１又は請求項２に記載の顔料分散組成物。
【請求項４】
　更に、酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のポリエステル系分散剤を含有する請求項１～請
求項３の何れか１項に記載の顔料分散組成物。
【請求項５】
　前記（Ｂ）顔料がアントラキノニル基を有する顔料誘導体で表面処理されたＣ．Ｉ．ピ
グメント・レッド　１７７である請求項１～請求項４の何れか１項に記載の顔料分散組成
物。
【請求項６】
　前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤の重量平均分子量が１００００～３００００の範囲
である請求項１～請求項５の何れか１項に記載の顔料分散組成物。
【請求項７】
　請求項１～請求項６の何れか１項に記載の顔料分散組成物と、（Ｆ）重合性化合物と、
（Ｇ）光重合開始剤と、を含有する光硬化性組成物。
【請求項８】
　請求項７に記載の光硬化性組成物を用いて形成された着色パターンを有するカラーフィ
ルタ。
【請求項９】
　請求項８に記載のカラーフィルタを備える液晶表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、顔料の分散性に優れ、塗料、印刷インキ、カラー表示板等の広い範囲で好適
に使用し得る顔料分散組成物、それを含む光硬化性組成物、該光硬化性組成物を用いて製
造されたカラーフィルタ、及び液晶表示装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、カラーフィルタは、液晶表示装置（ＬＣＤ）用途ではモニターのみならずテレビ
（ＴＶ）へと用途が拡大する傾向にあり、この用途拡大の傾向に伴い、色度、コントラス
トなどにおいて高度の色特性が要求されるに至っている。また、イメージセンサ（固体撮
像素子）用途においても同様に色むらの低減、色分解能の向上など高度の色特性が求めら
れるようになっている。
【０００３】
　前記のような要求に対して、より微細な状態で顔料を分散させること（良好な分散性）
、安定な状態で分散させること（良好な分散安定性）が求められている。分散性が不十分
である場合には、形成された着色レジスト膜にフリンジ（エッジ部のギザギザ）や表面凹
凸が生じ、製造されるカラーフィルタの色度や寸法精度が低下したり、コントラストが著
しく劣化したりするという問題がある。
【０００４】
　また、分散安定性が不十分である場合には、カラーフィルタの製造工程において、特に
、光硬化性組成物の塗布工程での膜厚の均一性が低下したり、露光工程での露光感度が低
下したり、現像工程でのアルカリ溶解性が低下したりするという問題が生じ易い。さらに
、顔料の分散安定性が悪い場合には、時間の経過に伴い、顔料分散液、および光硬化性組
成物の構成成分が凝集を起こして粘度が上昇し、ポットライフが極めて短くなるという問
題もある。
【０００５】
　このような問題を解決するために、顔料とポリマーと溶剤とを主成分とするカラーフィ
ルタ用ペーストにおいて該ペーストに一定のせん断速度を与え続けたときに、粘度の変化
率が５％以内であるカラーフィルタ用ペーストが提案されており、顔料分散剤として、末
端にアントラキノン骨格を有するポリアミック酸を用いた顔料分散組成物が提案されてい
る（例えば、特許文献１参照）。しかし、ポリアミック酸は溶剤溶解性が悪く、使用でき
る溶剤に制限が生じ、また、イエローや褐色の着色を有し、分散剤として用いた場合、顔
料の色相を著しく損ねる問題が生じる問題があった。
【０００６】
　また、顔料（Ａ）と、非水系溶媒（Ｂ）と、片末端にエチレン性不飽和二重結合を有す
る窒素原子含有重合性マクロモノマー由来の構成単位（ｃ１）、片末端にエチレン性不飽
和二重結合を有し、窒素原子を含有しない重合性マクロモノマー由来の構成単位（ｃ２）
及び上記構成単位を形成するマクロモノマーと共重合可能なエチレン性不飽和二重結合を
有するモノマーであって、該モノマーの溶解度パラメーターと非水系溶媒（Ｂ）の溶解度
パラメーターの差（Δｓｐ）が１．０以上であるモノマー由来の構成単位（ｃ３）を有す
るポリマー（Ｃ）とを含有する非水系顔料分散組成物、並びにその製造法が提案されてお
り、この中で顔料分散剤の顔料への吸着率を高めた顔料分散組成物が提案されている（例
えば、特許文献２参照）。しかし、これらの分散剤は、顔料に対し高い吸着性を有するが
、カルボン酸含有の樹脂との相互作用が強く、汎用のアルカリ可溶性樹脂や、アルカリ可
溶性樹脂を分散剤として用いた顔料分散液との組み合わせにおいて粘度上昇、ないしはゲ
ル化を起こす問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１１－１５３７０６号公報
【特許文献２】特開２００７－２７７５０６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、分散安定性に優れた顔料分散液、及び、該顔料分散液を用い、スリット塗布
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装置の塗布液吐出口先端部において、凝集あるいは固化した際の自己溶解性（乾燥膜再溶
解性）に優れ、また現像液に対する溶解性が良好で、現像残渣の発生が抑制され、現像性
に優れた光硬化性組成物を提供することを目的とする。
　また、本発明の他の目的は、該光硬化性組成物を用いてなる着色パターンを有する高品
質なカラーフィルタを提供すること、さらには、該カラーフィルタを備えた、色再現性に
優れ、高コントラストの液晶表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、下記の本発明により前記課題を解決しうることを見
出し、本発明に至った。
　即ち、本発明の課題は、下記の手段により達成されるものである。
【００１０】
＜１＞　（Ａ）下記構造式で示されるアントラキノニル基、ナフタルイミド基、及びベン
ズイミダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有するアクリル系高分子
分散剤と、（Ｂ）顔料と、（Ｃ）有機溶剤と、を含有し、（Ａ）アクリル系高分子分散剤
の（Ｂ）顔料への吸着率が５０～７０質量％である顔料分散組成物。
【００１１】
【化１】

【００１２】
（前記構造式中、＊は（Ａ）アクリル系高分子分散剤と結合する位置を示す。）
【００１３】
＜２＞　カラーフィルタの着色パターン形成に用いる＜１＞に記載の顔料分散組成物。
＜３＞　前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤の酸価が、１００ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００
ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である＜１＞又は＜２＞に記載の顔料分散組成物。
【００１４】
＜４＞　更に、酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のポリエステル系分散剤を含有することを
特徴とする＜１＞～＜３＞の何れか１つに記載の顔料分散組成物。
＜５＞　前記（Ｂ）顔料がアントラキノニル基を有する顔料誘導体で表面処理されたＣ．
Ｉ．ピグメント・レッド　１７７である＜１＞～＜４＞の何れか１つに記載の顔料分散組
成物。
【００１５】
＜６＞　前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤の重量平均分子量が１００００～３００００
の範囲である＜１＞～＜５＞の何れか１つに記載の顔料分散組成物。
＜７＞　＜１＞～＜６＞の何れか１つに記載の顔料分散組成物と、（Ｆ）重合性化合物と
、（Ｇ）光重合開始剤と、を含有する光硬化性組成物。
【００１６】
＜８＞　＜７＞に記載の光硬化性組成物を用いて形成された着色パターンを有するカラー
フィルタ。
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＜９＞　＜８＞に記載のカラーフィルタを備える液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、分散安定性に優れた顔料分散液、及び、該顔料分散液を用い、スリッ
ト塗布装置の塗布液吐出口先端部において、凝集あるいは固化した際の自己溶解性（乾燥
膜再溶解性）に優れ、また現像液に対する溶解性が良好で、現像残渣の発生が抑制され、
現像性に優れた光硬化性組成物を提供することができる。
　さらに、該光硬化性組成物を用いてなる着色パターンを有する高品質なカラーフィルタ
を提供し、さらには、該カラーフィルタを備えた、色再現性に優れ、高コントラストの液
晶表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明を詳しく説明する。
　本発明の顔料分散組成物は、（Ａ）下記構造式で示されるアントラキノニル基、ナフタ
ルイミド基、及びベンズイミダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有
するアクリル系高分子分散剤と、（Ｂ）顔料と、（Ｃ）有機溶剤と、を含有し、（Ａ）ア
クリル系高分子分散剤の（Ｂ）顔料への吸着率が５０～７０質量％である。該吸着率を５
０～７０質量％とすることで、（Ｂ）顔料を分散させた後の顔料分散組成物の粘度を１５
ｍＰａ・ｓ以下とすることができる。尚、下記構造式中、＊は（Ａ）アクリル系高分子分
散剤と結合する位置を示す。
【００１９】

【化２】

【００２０】
（Ａ）アクリル系高分子分散剤
　本発明で使用される（Ａ）アクリル系高分子分散剤としては、幹鎖に前記構造のアント
ラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミダゾール基からなる群から選ばれる少なく
とも１つの基を有し、幹鎖及び／又はグラフト鎖にアクリル酸又はメタクリル酸などに由
来する酸性基を有する繰り返し単位を含む直鎖状もしくはグラフト共重合体を好ましく挙
げることができる。
　以下、前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤の好ましい態様である前記共重合体を含有す
る高分子分散剤を特定高分子分散剤と称し、以下に説明する。
【００２１】
　特定高分子分散剤は、前記構造のアントラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミ
ダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有する共重合体を含有するため
、顔料と吸着部との相互作用が高く、分散溶媒への溶解性も良好で、分散安定性に優れる
。また、該特定高分子分散剤は、（メタ）アクリル酸などに由来する酸性基を有する繰り
返し単位を有するため、優れたアルカリ現像性を示すと共に、酸性基が顔料から外れにく
く、所定量用いることにより、（Ｂ）顔料への吸着率を５０～７０質量％に維持すること
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ができる。尚、本明細書において、「（メタ）アクリル」等の記載は、「アクリル」、「
メタクリル」の両方を意味するものとする。
【００２２】
　高分子分散剤は、幹鎖に前記構造のアントラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイ
ミダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を有し、幹鎖及び／又はグラフ
ト鎖に（メタ）アクリル酸などに由来する酸性基を有する繰り返し単位を有してなるが、
その他のモノマーや重合性オリゴマー由来の単位を共重合単位として含んでいてもよい。
【００２３】
　特定高分子分散剤の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、１００００～２０００００が好
ましく、１００００～３００００がより好ましく、１５０００～２５０００がさらに好ま
しい。前記重量平均分子量（Ｍｗ）が１００００未満であると、顔料の凝集を防ぐことが
困難となり、粘度が上昇してしまうことがある。また、前記重量平均分子量（Ｍｗ）が２
０００００を超えると有機溶媒への溶解性が不足し、粘度が上昇してしまうことがある。
尚、前記重量平均分子量（Ｍｗ）は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（キャリ
ア：テトラヒドロフラン）によって測定されるポリスチレン換算重量平均分子量である。
【００２４】
　特定高分子分散剤は、少なくともアントラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミ
ダゾール基からなる群から選ばれる少なくとも１つの基を含むモノマーにおけるエチレン
性不飽和二重結合と、（メタ）アクリル酸のエチレン性不飽和二重結合及び／又は１種以
上の(（メタ）アクリル酸などに由来する酸性基を有する繰り返し単位を有する）重合性
オリゴマーにおける末端のエチレン性不飽和二重結合との重合反応によって形成できる。
【００２５】
　これらの共重合体単位の特定高分子分散剤における含有量としては、前記構造のアント
ラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミダゾール基からなる群から選ばれる基を有
するモノマー単位が１～８０質量％であり、好ましくは１～５０質量％であり、前記アン
トラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミダゾール基からなる群から選ばれる基を
有さないモノマー単位が２０～９９質量％であり、好ましくは３０～９０質量％である。
【００２６】
　前記アントラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミダゾール基からなる群から選
ばれる基を有さないモノマー単位の含有量が、２０質量％未満であると、顔料分散剤とし
ての立体反撥効果が得られず、顔料の凝集が防止できないことがある。また、カラーフィ
ルタ等の製造の際の現像適性が十分でないことがある。更に分散溶媒への溶解性が低下し
、分散安定化のために必要な吸着層を十分に確保することが困難となることがある。一方
、９９質量％を超えると、前記有機色素の部分骨格を含む繰り返し単位の割合が減り、顔
料に対する吸着能力が低下し、分散性が十分でないことがある。
【００２７】
　前記構造のアントラキノニル基、ナフタルイミド基、ベンズイミダゾール基からなる群
から選ばれる基を有するモノマー単位の含有量が、１質量％未満であると、顔料に対する
吸着能力が低下し、分散性が十分でないことがあり、８０質量％を超えると、前記重合性
オリゴマー由来の単位の割合が減ることから、顔料分散剤としての立体反撥効果が得られ
ず、顔料の凝集が防止できないことがあり、また、分散溶媒への溶解性が低下し、分散安
定化のために必要な吸着層を十分に確保することが困難となることがある。
【００２８】
－酸性基を有するモノマー－
　（メタ）アクリル酸などに由来する酸性基を有する繰り返し単位を構成するための酸性
基を有するモノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸のほかに、２－ヒドロ
キシエチル（メタ）アクリレートなどのアルコール性水酸基含有モノマーと無水マレイン
酸、無水フタル酸などの環状酸無水物等を反応させることにより得られるモノマーなどが
挙げられる。ここで用いる環状酸無水物としては、例えば無水イタコン酸、無水マレイン
酸、無水フタル酸、無水コハク酸、無水グルタル酸、無水トリメリット酸などが挙げられ
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るが、特に無水フタル酸、無水コハク酸等が好ましい。
【００２９】
－重合性オリゴマー－
　前記重合性オリゴマー（以下「マクロモノマー」と称することがある）は、エチレン性
不飽和二重結合を有する基を末端に有するオリゴマーである。本発明においては、重合性
オリゴマーを用いることが好ましく、前記重合性オリゴマーの中でも、該オリゴマーの両
末端の一方にのみ前記エチレン性不飽和二重結合を有する基を有するのが好ましい。
【００３０】
　前記重合性オリゴマーの分子量としては、ポリスチレン換算の数平均分子量（Ｍｎ）が
１０００～２００００であるのが好ましく、２０００～１５０００であるのがより好まし
い。
　前記数平均分子量が、１０００未満であると、顔料分散剤としての立体反発効果が十分
でないことがあり、２００００を超えると、立体効果により、顔料への吸着に時間を要す
ることがある。
【００３１】
　前記オリゴマーとしては、一般的には、例えば、アルキル（メタ）アクリレート、スチ
レン、アクリロニトリル、酢酸ビニルおよびブタジエンから選択された少なくとも一種の
モノマーから形成された単独重合体または共重合体などが挙げられ、これらの中でも、ア
ルキル（メタ）アクリレートの単独重合体または共重合体、ポリスチレンなどが好ましい
。
　本発明において、これらのオリゴマーは、置換基で置換されていてもよく、該置換基と
しては、特に制限はないが、例えば、水酸基、ハロゲン原子などが挙げられる。
【００３２】
　前記エチレン性不飽和二重結合を有する基としては、例えば、（メタ）アクリロイル基
、ビニル基、などが好適に挙げられ、これらの中でも（メタ）アクリロイル基が特に好ま
しい。
【００３３】
　本発明においては、前記重合性オリゴマーの中でも、下記一般式（２）で表されるオリ
ゴマーが好ましい。
【００３４】
【化３】

【００３５】
　前記一般式（２）において、Ｒ21、Ｒ23およびＲ24は水素原子又はメチル基を示す。Ｒ
22はＯＨ基で置換されてもよい炭素数１～８のアルキレン基を表し、炭素数２～４のアル
キレン基が好ましい。Ｙ21、Ｙ22は、互いに独立に、フェニル基、炭素数１～４のアルキ
ル基を有するフェニル基、又は－ＣＯＯＲ25（Ｒ25は、アルコール性水酸基、ハロゲンで
置換されてもよい炭素数１～６のアルキル基、フェニル基、又は炭素数７～１０のアリー
ルアルキル基を示す）を表し、フェニル基又は－ＣＯＯＲ26（Ｒ26は、アルコール性水酸
基で置換されてもよい炭素１～４のアルキル基を示す）が好ましい。ｐ及びｑは繰り返し
数（整数）を示し、ｐ＋ｑは２０～２００が好ましい。
【００３６】
　前記重合性オリゴマーの具体例としては、ポリ－２ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
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ート、ポリスチレンポリマー、ポリメチル（メタ）アクリレート、ポリ－ｎ－ブチル（メ
タ）アクリレート、ポリ－ｉ－ブチル（メタ）アクリレート、それらの共重合体であって
、分子末端の一個に（メタ）アクリロイル基が結合したポリマーが好適に挙げられる。
【００３７】
　前記重合性オリゴマーは、市販品であってもよいし、適宜合成したものであってもよく
、該市販品としては、例えば、片末端メタクリロイル化ポリスチレンオリゴマー（Ｍｎ＝
６０００、商品名：ＡＳ－６、東亜合成化学工業（株）製）、片末端メタクリロイル化ポ
リメチルメタクリレートオリゴマー（Ｍｎ＝６０００、商品名：ＡＡ－６、東亜合成化学
工業（株）製）、片末端メタクリロイル化ポリ－ｎ－ブチルアクリレートオリゴマー（Ｍ
ｎ＝６０００、商品名：ＡＢ－６、東亜合成化学工業（株）製）、片末端メタクリロイル
化ポリメチルメタクリレート／２－ヒドロキシエチルメタクリレートオリゴマー（Ｍｎ＝
７０００、商品名：ＡＡ－７１４ＳＫ、東亜合成化学工業（株）製）、片末端メタクリロ
イル化ポリブチルメタクリレート／２－ヒドロキシエチルメタクリレートオリゴマー（Ｍ
ｎ＝７０００、商品名：ＡＸ－７０７Ｓ、東亜合成化学工業（株）製）、片末端メタクリ
ロイル化ポリ２－エチルヘキシルメタクリレート／２－ヒドロキシエチルメタクリレート
オリゴマー（Ｍｎ＝７０００、商品名：ＡＹ－７０７Ｓ、ＡＹ－７１４Ｓ、東亜合成化学
工業（株）製）、などが挙げられる。
【００３８】
　本発明における前記重合性オリゴマーの好ましい具体例としては、アルキル（メタ）ア
クリレートの重合体、および、アルキル（メタ）アクリレートとスチレンとの共重合体か
ら選択される少なくとも１種のオリゴマーであって、数平均分子量が１０００～２０００
０であり、末端に（メタ）アクリロイル基を有するものが挙げられる。
【００３９】
－酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オリゴマー－
　また、前記重合性オリゴマーとは別に、酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オ
リゴマーを用いてもよく、該オリゴマーの分子量としては、ポリスチレン換算の数平均分
子量（Ｍｎ）が１０００～２００００であるのが好ましく、２０００～１５０００である
のがより好ましい。
　前記数平均分子量が、１０００未満であると、顔料分散剤としての立体反撥効果が十分
でないことがあり、２００００を超えると、立体効果により、顔料への吸着に時間を要し
たり、カラーフィルタ等の製造の際の現像適性が十分でないことがある。
　前記酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オリゴマーにおける前記酸性基を有す
る繰り返し単位の含有率としては、２～１００質量％が好ましく、５～９０質量％が更に
好ましい。前記含有率が２質量％未満であると、カラーフィルタ等の製造の際の現像適性
が得られないことがある。
【００４０】
　前記酸性基を有する繰り返し単位を有するオリゴマーとしては、一般的には、前記酸性
基を有するモノマーから形成された単独重合体又は前記酸性基を有するモノマーと他の重
合性モノマーとから形成された共重合体が挙げられる。
【００４１】
　前記酸性基を有する繰り返し単位を有するオリゴマーは、該酸性基を保護した重合体（
オリゴマー）を脱保護することにより、酸性基にする方法で得ても良く、また、逆に重合
体（オリゴマー）の高分子反応で酸性基に変換する方法で得ても良い。高分子反応の例と
しては、アルコール性水酸基を有するモノマーから得られる重合体中のアルコール性水酸
基と環状酸無水物等を反応させることが挙げられる。このような酸性基を含有する繰り返
し単位を有する重合性オリゴマーの合成法としては、特に限定されないが、例えば、特開
平１１－１８１０２１に記載がある。ただし、これを分散剤用途に用いた記述はなく、ま
た分散性とアルカリ現像性の両立に利用できるといった記述もない。
【００４２】
　前記酸性基を有する繰り返し単位を有するオリゴマーとしては、（メタ）アクリル酸と
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共重合可能な重合性モノマーとの共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレートなどの
アルコール性水酸基含有モノマーと無水コハク酸などの環状酸無水物等を反応させること
により得られるモノマーと共重合可能な重合性モノマーとの共重合体、アルコール性水酸
基を有するモノマーと共重合可能な重合性モノマーとの共重合体を無水コハク酸などの環
状酸無水物等と反応させることにより得られる共重合体などが好ましい。
　前記環状酸無水物としては、例えば無水イタコン酸、無水マレイン酸、無水フタル酸、
無水コハク酸、無水グルタル酸、無水トリメリット酸などが挙げられ、特に無水フタル酸
、無水コハク酸等が好ましい。
【００４３】
　本発明において、これらのオリゴマーは置換基で置換されていてもよく、該置換基とし
ては、特に制限はないが、例えば、ハロゲン原子、アルコキシ基、水酸基、ポリエーテル
等が挙げられる。
　また、これらオリゴマーに必要なエチレン性不飽和二重結合を有する基としては、例え
ば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、などが好適に挙げられ、これらの中でも（メタ
）アクリロイル基が特に好ましい。
【００４４】
　本発明においては、前記酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オリゴマーの中で
も、下記一般式（３）で表されるオリゴマーが好ましい。
【００４５】
【化４】

【００４６】
　前記一般式（３）において、Ｒ31、Ｒ33およびＲ34は水素原子又はメチル基を表す。Ｒ
32はＯＨ基で置換されてもよい炭素数１～８のアルキレン基を表し、炭素数２～４のアル
キレン基が好ましい。Ｙ31は、フェニル基、炭素数１～４のアルキル基を有するフェニル
基、又は－ＣＯＯＲ35（Ｒ35は、ハロゲンで置換されてもよいアルキル基、フェニル基、
又は炭素数７から１０のアリールアルキル基を表す）を表し、フェニル基又は－ＣＯＯＲ
35（Ｒ35は、ハロゲンで置換されてもよいアルキル基を表す）が好ましい。Ｙ32は、カル
ボキシル基、－ＣＯＯＲ36（Ｒ36は、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、エーテル、アリーレンあ
るいはこれらの組み合わせを含んでいてもよい炭素数１～６のアルキレン基を有するカル
ボキシル基、ホスホン酸基を示す）、－ＣＯＮＨＲ37（Ｒ37は、分岐していてもよい炭素
数１～７のアルキレン基を有するスルホン酸基を表す）を示すが、カルボキシル基、－Ｃ
ＯＯＲ36（Ｒ36は、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、エーテル、アリーレンあるいはこれらの組
み合わせを含んでいてもよい炭素数１～６のアルキレン基を有するカルボキシル基、ホス
ホン酸基を表す）が好ましい。ｐ及びｑは、繰り返し数を表し、ｐは０～１００の整数を
表し、ｑは１～１００の整数を表す。
【００４７】
　前記酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オリゴマーの具体例としては、ポリ－
アルキル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸、ポリ－スチレン／（メタ）アクリ
ル酸、ポリ－アルキル（メタ）アクリレート／ヒドロキシアルキル（メタ）アクリルレー
トと環状酸無水物の反応物、等であって、分子末端に一個の（メタ）アクリロイル基が結
合したポリマーが好適に挙げられる。
【００４８】
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　また本発明における前記酸性基を有する繰り返し単位を有する重合性オリゴマーの好ま
しい具体例としては、ポリ－メチル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸、ポリ－
スチレン／（メタ）アクリル酸、ポリ－メチル（メタ）アクリレート／２－ヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレートと環状酸無水物との反応物から選択される少なくとも１種のオ
リゴマーであって、数平均分子量が１０００～２００００であり、末端に（メタ）アクリ
ロイル基を有するものが挙げられる。ここで用いられる環状酸無水物としては、例えば、
無水イタコン酸、無水マレイン酸、無水フタル酸、無水コハク酸、無水グルタル酸、無水
トリメリット酸等が挙げられ、これらのうち、無水フタル酸、無水コハク酸が好ましい。
【００４９】
　（Ａ）アクリル系高分子分散剤は、アルカリ溶解性がより向上する点で、酸価が１００
ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、１００ｍｇＫＯＨ
／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましい。なお、酸価は、水酸化カ
リウムを用いた滴定により求められる。
【００５０】
　本発明の顔料分散組成物は、（Ａ）アクリル系高分子分散剤の（Ｂ）顔料への吸着率が
５０～７０質量％であることを特徴とする。前記吸着率は、より分散安定性を高める点で
、５０～６０質量％であることが好ましい。ここで、分散剤の吸着率は以下の方法で求め
た。
　２３℃の条件下、測定しようとする分散剤（（Ａ）アクリル系高分子分散剤）０．７５
ｇを、ＰＧＭＥＡ（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）４４．２５ｇ
に溶解し、次いで顔料としてＣ．Ｉ．ピクメントレッド１７７の粉体５ｇを投入し、０．
８ｍｍジルコニアビーズを充填率５０％にしてペイントシェーカーを用いて３時間分散す
る。得られた分散液を遠心分離機にて９００００ｒｐｍ、１時間で遠心分離し、上澄み１
ｇ中の固形分の重量を測定し、下式により分散剤の吸着率を求める。
吸着率（％）＝｛１-（上澄み１ｇ中の固形分量）×９０／１．５｝×１００
【００５１】
　本発明の顔料分散組成物は、顔料の分散性を維持しながら、現像性がより向上する点で
、（Ａ）アクリル系高分子分散剤と共に、酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のポリエステル
系分散剤を含有することが好ましい。該ポリエステル系分散剤の酸価としては、３０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましく、１０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが更に好
ましい。
【００５２】
　前記酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のポリエステル系分散剤としては、炭素数２以上２
０以下のジオールとジカルボン酸から得られるポリエステルグラフト鎖を有するポリイミ
ン分散剤やポリウレタン系分散剤、ポリカプロラクトンなどの開環重合型のポリエステル
グラフト鎖を有するポリイミン分散剤やポリウレタン系分散剤が挙げられ、中でもポリカ
プロラクトングラフト鎖を有するポリイミン分散剤が好ましい。
【００５３】
　本発明の顔料分散組成物は、（Ａ）アクリル系高分子分散剤（前記酸価が５０ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ以下のポリエステル系分散剤を含有する場合は、該ポリエステル系分散剤を含む合
計量）の含有量は、単位膜厚あたりの着色力を高く設計する点で、１～１２質量％である
ことが好ましく、２～９質量％であることがより好ましい。
【００５４】
　また、本発明の顔料分散組成物は、前記酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下のポリエステル
系分散剤を含有する場合は、顔料の分散性を維持し高いコントラストを発現させる点で、
（Ａ）アクリル系高分子分散剤と該ポリエステル系分散剤との含有比率（アクリル系高分
子分散剤／ポリエステル系分散剤）は、質量比で１／３以上であることが好ましく、１／
２以上であることが好ましい。
【００５５】
＜（Ｂ）顔料＞
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　本発明の顔料分散組成物は顔料を含有する。ここで用いられる顔料はその粒子径が小さ
いほどカラーフィルタとしてのコントラストが向上する。特に粒子径が１０～２５ｎｍの
顔料を前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤で分散すると、良好に分散でき、コントラスト
が向上する。また、このサイズの顔料は、微細であるために、顔料分散液を高温高湿度下
や０℃付近の低温にて長期保管すると、顔料が凝集して粘度が上昇するという問題があっ
たが、前記（Ａ）アクリル系高分子分散剤を使用すると、この問題が解決できる。
　顔料の粒子径が前記範囲内であると、透過率が高く、色特性が良好であると共に、高い
コントラストのカラーフィルタを形成するのに有効である。
　平均一次粒子径は、ＳＥＭあるいはＴＥＭで観察し、粒子が凝集していない部分で粒子
サイズを１００個計測し、平均値を算出することによって求める。
【００５６】
　本発明の顔料分散組成物は、有機溶媒中に、少なくとも一種の（Ｂ）顔料を含有する。
　本発明の顔料分散組成物に用いることができる顔料としては、従来公知の種々の無機顔
料又は有機顔料を用いることができる。また、顔料は、無機顔料または有機顔料を問わず
、高透過率であることが好ましいことを考慮すると、できるだけ粒子径が小さく微少な粒
子サイズの顔料を使用することが好ましく、ハンドリング性をも考慮すると、好ましくは
平均一次粒子径１０～５０ｎｍの範囲の顔料である。
【００５７】
　前記無機顔料としては、金属酸化物、金属錯塩等で示される金属化合物を挙げることが
でき、具体的には、鉄、コバルト、アルミニウム、カドミウム、鉛、銅、チタン、マグネ
シウム、クロム、亜鉛、アンチモン等の金属酸化物、及び前記金属の複合酸化物を挙げる
ことができる。
【００５８】
　前記有機顔料としては、例えば、
　Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド　1、２、３、４、５、６、７、９、１０、１４、１７、
２２、２３、３１、３８、４１、４８：１、４８：２、４８：３、４８：４、４９、４９
：１、４９：２、５２：１、５２：２、５３：１、５７：１、６０：１、６３：１、６６
、６７、８１：１、８１：２、８１：３、８３、８８、９０、１０５、１１２、１１９、
１２２、１２３、１４４、１４６、１４９、１５０、１５５、１６６、１６８、１６９、
１７０、１７１、１７２、１７５、１７６、１７７、１７８、１７９、１８４、１８５、
１８７、１８８、１９０、２００、２０２、２０６、２０７、２０８、２０９、２１０、
２１６、２２０、２２４、２２６、２４２、２４６、２５４、２５５、２６４、２７０、
２７２、２７９、
【００５９】
Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー　１、２、３、４、５、６、１０、１１、１２、１３、１
４、１５、１６、１７、１８、２０、２４、３１、３２、３４、３５、３５：１、３６、
３６：１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、６１、６２、６３、
６５、７３、７４、７７、８１、８３、８６、９３、９４、９５、９７、９８、１００、
１０１、１０４、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４、１１５、１１６、
１１７、１１８、１１９、１２０、１２３、１２５、１２６、１２７、１２８、１２９、
１３７、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０、１５１、１５２、１５３、１５４、
１５５、１５６、１６１、１６２、１６４、１６６、１６７、１６８、１６９、１７０、
１７１、１７２、１７３、１７４、１７５、１７６、１７７、１７９、１８０、１８１、
１８２、１８５、１８７、１８８、１９３、１９４、１９９、２１３、２１４
【００６０】
Ｃ．Ｉ．ビグメント・オレンジ　２、５、１３、１６、１７：１、３１、３４、３６、３
８、４３、４６、４８、４９、５１、５２、５５、５９、６０、６１、６２、６４、７１
、７３
Ｃ．Ｉ．ビグメント・グリーン　７、１０、３６、３７
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー　１、２、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４
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、１５：６、１６、２２、６０、６４、６６、７９、７９のＣｌ置換基をＯＨに変更した
もの、８０
Ｃ．Ｉ．ビグメント・バイオレット　１、１９、２３、２７、３２、３７、４２
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブラウン　２５、２８
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブラック　１、７等を挙げることができる。
【００６１】
　これらの中で好ましく用いることができる顔料として、以下のものを挙げることができ
る。但し、本発明においてはこれらに限定されるものではない。
Ｃ．Ｉ．ビグメント・イエロー　１１，２４，１０８，１０９，１１０，１３８，１３９
，１５０，１５１，１５４，１６７，１８０，１８５，
Ｃ．Ｉ．ビグメント・オレンジ　３６，７１，
Ｃ．Ｉ．ビグメント・レッド　１２２，１５０，１７１，１７５，１７７，２０９，２２
４，２４２，２５４，２５５，２６４，
Ｃ．Ｉ．ビグメント・バイオレット　１９，２３，３２，
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブルー　１５：１，１５：３，１５：６，１６，２２，６０，６６
，
Ｃ．Ｉ．ビグメント・グリーン　７，３６，３７；
Ｃ．Ｉ．ビグメント・ブラック　１、７
【００６２】
　これら有機顔料は、単独もしくは色純度を上げるため種々組合せて用いることができる
。前記組合せの具体例を以下に示す。例えば、赤の顔料として、アントラキノン系顔料、
ペリレン系顔料、ジケトピロロピロール系顔料単独又はそれらの少なくとも１種と、ジス
アゾ系黄色顔料、イソインドリン系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料又はペリレン系赤
色顔料、アントラキノン系赤色顔料、ジケトピロロピロール系赤色顔料と、の混合などを
用いることができる。例えば、アントラキノン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レ
ッド１７７が挙げられ、ペリレン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１５５、
Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド２２４が挙げられ、ジケトピロロピロール系顔料としては、
Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド２５４が挙げられ、色再現性の点でＣ．Ｉ．ピグメント・イ
エロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３９またはＣ．Ｉ．ピグメント・レッド１
７７との混合が好ましい。また、赤色顔料と他顔料との質量比は、１００：５～１００：
８０が好ましい。１００：４以下では４００nmから５００nmの光透過率を抑えることが困
難で色純度を上げることが出来ない場合がある。また１００：８１以上では発色力が下が
る場合がある。特に、前記質量比としては、１００：１０～１００：６５の範囲が最適で
ある。尚、赤色顔料同士の組み合わせの場合は、色度に併せて調整することができる。
【００６３】
　また、緑の顔料としては、ハロゲン化フタロシアニン系顔料を１種単独で又は、これと
ジスアゾ系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料、アゾメチン系黄色顔料若しくはイソイン
ドリン系黄色顔料との混合を用いることができる。例えば、このような例としては、Ｃ．
Ｉ．ピグメント・グリーン７、３６、３７とＣ．Ｉ．ピグメント・イエロー８３、Ｃ．Ｉ
．ピグメント・イエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・イエロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８０又はＣ．Ｉ．ピグメント・
イエロー１８５との混合が好ましい。緑顔料と黄色顔料との質量比は、１００：５～１０
０：２００が好ましい。前記質量比が１００：５未満では４００～４５０ｎｍの光透過率
を抑えることが困難となり色純度を上げることができない場合がある。また１００：２０
０を越えると主波長が長波長寄りになりＮＴＳＣ目標色相からのずれが大きくなる場合が
ある。前記質量比としては１００：２０～１００：１５０の範囲が特に好ましい。
【００６４】
　青の顔料としては、フタロシアニン系顔料を１種単独で、若しくはこれとジオキサジン
系紫色顔料との混合を用いることができる。特に好適な例として、Ｃ．Ｉ．ピグメント・
ブルー１５：６とＣ．Ｉ．ピグメント・バイオレット２３との混合を挙げることができる
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。
　青色顔料と紫色顔料との質量比は、１００：０～１００：１００が好ましく、より好ま
しくは１００：７０以下である。
【００６５】
　また、ブラックマトリックス用途に好適な顔料としては、カーボンブラック、グラファ
イト、チタンブラック、酸化鉄、酸化チタン単独又は混合を用いることができ、カーボン
ブラックとチタンブラックとの組合せが好ましい。
　また、カーボンブラックとチタンブラックとの質量比は、１００：０～１００：６０の
範囲が好ましい。１００：６１以上では、分散安定性が低下する場合がある。
【００６６】
　本発明の顔料分散組成物において用いられる顔料としては、その組み合わせの点で、下
記構造のアントラキノニル基を有する顔料誘導体で表面処理されたＣ．Ｉ．ピグメント・
レッド　１７７が特に好ましい。
【００６７】

【化５】

【００６８】
　前記構造のアントラキノニル基を有する顔料誘導体の具体例としては、ジアントラキノ
ニルスルホン酸などのスルホン酸変性した顔料誘導体を挙げることが出来る。
【００６９】
　前記構造のアントラキノニル基を有する誘導体での表面処理は、水中、もしくはエチレ
ングリコール等の親水性有機溶剤に誘導体を溶解し顔料とともに混練することで行う。こ
の際、塩化ナトリウムや、硫酸ナトリウムなどと混連することも好ましい。
【００７０】
　本発明の顔料分散組成物における顔料濃度は、着色性、現像性、適度な膜強度の点で、
５～２０質量％の範囲であることが好ましく、１０～１５質量％の範囲であることがより
好ましい。
【００７１】
（顔料の加工）
　本発明の顔料分散組成物における顔料は、予め微細化処理を施したものを使用すること
が好ましい。顔料１次粒子の微細化は、i)顔料、ii)水溶性の無機塩、iii)該無機塩を実
質的に溶解しない水溶性有機溶剤をニーダー等で機械的に混練する方法がよく知られてい
る（ソルトミリング法）。この工程において、必要に応じて、iv)顔料被覆高分子化合物
、v)顔料誘導体等を同時に使用してもよい。
【００７２】
　ｉ）顔料としては、既述の顔料と同様のものが挙げられる。
　ｉｉ）水溶性の無機塩としては、水に溶解するものであれば特に限定されず、塩化ナト
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リウム、塩化バリウム、塩化カリウム、硫酸ナトリウム等を用いることができるが、価格
の点から塩化ナトリウムまたは硫酸ナトリウムを用いるのが好ましい。ソルトミリングす
る際に用いる無機塩の量は、処理効率と生産効率の両面から、有機顔料の１～３０質量倍
、特に５～２５質量倍で、さらに水分が１％以下であることが好ましい。有機顔料に対す
る無機塩の量比が大きいほど微細化効率が高いが、１回の顔料の処理量が少なくなるから
である。
【００７３】
　ｉｉｉ）無機塩を実質的に溶解しない少量の水溶性の有機溶剤とは、有機顔料、無機塩
を湿潤する働きをするものであり、水に溶解（混和）し、かつ用いる無機塩を実質的に溶
解しないものであれば特に限定されない。但し、ソルトミリング時に温度が上昇し、溶剤
が蒸発し易い状態になるため、安全性の点から、沸点１２０℃以上の高沸点溶剤が好まし
い。水溶性有機溶剤としては、例えば、２－メトキシエタノール、２－ブトキシエタノー
ル、２－（イソペンチルオキシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ）エタノール、エチ
レングリコール、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジ
エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエ
ーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、液状の
ポリエチレングリコール、１－メトキシ－２－プロパノール、１－エトキシ－２－プロパ
ノール、ジプロピレングリコール、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロ
ピレングリコールモノエチルエーテル、液状のポリプロピレングリコール等が用いられる
。
【００７４】
　しかし少量用いることで顔料に吸着して、廃水中に流失しないならばベンゼン、トルエ
ン、キシレン、エチルベンゼン、クロロベンゼン、ニトロベンゼン、アニリン、ピリジン
、キノリン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸ブ
チル、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、ノナン、デカン、ウンデカン、ドデカン、シクロ
ヘキサン、メチルシクロヘササン、ハロゲン化炭化水素、アセトン、メチルエチルケトン
、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホ
キシド、Ｎ－メチルピロリドン等を用いても良く、また必要に応じて２種類以上の溶剤を
混合して使用してもよい。
【００７５】
　水溶性有機溶剤の添加量としては、無機塩１００質量部に対して５～５０質量部が好ま
しい。より好ましくは、１０～４０質量部であり、最適には１５～３５質量部である。添
加量が５質量部未満であると、均一な混練が難しくなり、粒子サイズがふぞろいになる場
合がある。添加量が５０質量部以上であると、混練組成物がやわらかくなりすぎ、混練組
成物にシアがかかりにくくなる為に、十分な微細化効果が得られなくなる場合がある。
【００７６】
　水溶性有機溶剤はソルトミリング初期に全てを添加してもよいし、分割して添加しても
よい。水溶性有機溶剤は単独で使用しても良いし、２種以上を併用することも出来る。
　本発明における湿式粉砕装置の運転条件については特に制限はないが粉砕メディアによ
る磨砕を効果的に進行させるため、装置がニーダーの場合の運転条件は、装置内のブレー
ドの回転数は、１０～２００ｒｐｍが好ましく、また２軸の回転比が相対的に大きい方が
、摩砕効果が大きく好ましい。運転時間は乾式粉砕時間と併せて１時間～８時間が好まし
く、装置の内温は５０～１５０℃が好ましい。また粉砕メディアである水溶性無機塩は粉
砕粒度が５～５０μｍで粒子径の分布がシャープで、且つ球形が好ましい。
【００７７】
　ｉｖ）顔料被覆高分子化合物としては、好ましくは室温で固体で，水不溶性で，かつソ
ルトミリング時の湿潤剤に用いる水溶性有機溶剤に少なくとも一部可溶である必要があり
、天然樹脂、変性天然樹脂、合成樹脂、天然樹脂で変性された合成樹脂、または本発明の
（Ａ）アクリル系高分子分散剤を用いることができ、特に、（Ａ）アクリル系高分子分散
剤を用いることが好ましい。
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【００７８】
　乾燥した処理顔料を用いる場合には，用いる化合物は室温で固体であることが好ましい
。天然樹脂としてはロジンが代表的であり，変性天然樹脂としては，ロジン誘導体，繊維
素誘導体，ゴム誘導体，タンパク誘導体およびそれらのオリゴマーが挙げられる。合成樹
脂としては，エポキシ樹脂，アクリル樹脂，マレイン酸樹脂，ブチラール樹脂，ポリエス
テル樹脂，メラミン樹脂，フェノール樹脂，ポリウレタン樹脂等が挙げられる。天然樹脂
で変性された合成樹脂としては，ロジン変性マレイン酸樹脂，ロジン変性フェノール樹脂
等が挙げられる。
　合成樹脂としては、ポリアミドアミンとその塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不
飽和酸エステル、ポリウレタン、ポリエステル、ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）ア
クリル系共重合体、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物が挙げられる。
　（Ａ）アクリル系高分子分散剤としては、既述の高分子化合物を使用できる。
　これらの樹脂を加えるタイミングは、ソルトミリング初期にすべてを添加してもよく、
分割して添加してもよい。
　Ｖ）顔料誘導体としては、後述の（Ｅ）顔料誘導体と同様のものが挙げられる。
【００７９】
＜（Ｅ）顔料誘導体＞
　本発明の顔料分散組成物は、必要に応じて、顔料誘導体が添加される。分散剤と親和性
のある部分、あるいは極性基を導入した顔料誘導体を顔料表面に吸着させ、これを分散剤
の吸着点として用いることで、顔料を微細な粒子として光硬化性組成物中に分散させ、そ
の再凝集を防止することができ、コントラストが高く、透明性に優れたカラーフィルタを
構成するのに有効である。
【００８０】
　顔料誘導体は、具体的には有機顔料を母体骨格とし、側鎖に酸性基や塩基性基、芳香族
基を置換基として導入した化合物である。有機顔料は、具体的には、キナクリドン系顔料
、フタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、キノフタロン系顔料、イソインドリン系顔料、イ
ソインドリノン系顔料、キノリン顔料、ジケトピロロピロール顔料、ベンゾイミダゾロン
顔料等が挙げられる。一般に、色素と呼ばれていないナフタレン系、アントラキノン系、
トリアジン系、キノリン系等の淡黄色の芳香族多環化合物も含まれる。色素誘導体として
は、特開平１１－４９９７４号公報、特開平１１－１８９７３２号公報、特開平１０－２
４５５０１号公報、特開２００６－２６５５２８号公報、特開平８－２９５８１０号公報
、特開平１１－１９９７９６号公報、特開２００５－２３４４７８号公報、特開２００３
－２４０９３８号公報、特開２００１－３５６２１０号公報等に記載されているものを使
用できる。
【００８１】
　本発明に係る顔料誘導体の顔料分散組成物中における含有量としては、顔料１００質量
部に対して、１～３０質量部が好ましく、３～２０質量部がより好ましい。該含有量が前
記範囲内であると、粘度を低く抑えながら、分散を良好に行なえると共に分散後の分散安
定性を向上させることができ、透過率が高く優れた色特性が得られ、カラーフィルタを作
製するときには良好な色特性を有する高コントラストに構成することができる。
【００８２】
　顔料誘導体を加えるタイミングは、ソルトミリング時に添加してもよく、分散時に添加
してもよい。
【００８３】
　分散の方法は、例えば、顔料と分散剤を予め混合してホモジナイザー等で予め分散して
おいたものを、ジルコニアビーズ等を用いたビーズ分散機（例えばＧＥＴＺＭＡＮＮ社製
のディスパーマット）等を用いて微分散させることによって行なえる。分散時間としては
、３～６時間程度が好適である。
【００８４】
＜分散剤＞
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　本発明の顔料分散組成物は、分散剤の少なくとも一種を含有する。この分散剤により、
顔料の分散性を向上させることができる。
　分散剤としては、前述した（Ａ）アクリル系高分子分散剤を少なくとも用いることを要
する。これにより、有機溶媒中の顔料の分散状態が良好になると共に、例えば本発明の顔
料分散組成物を用いてカラーフィルタを構成したときには、顔料を高濃度で含む場合であ
っても高い現像性と表面平滑性を発現することができる。
【００８５】
　また必要に応じて、（Ａ）アクリル系高分子分散剤に加えて、従来から公知の顔料分散
剤や界面活性剤等の分散剤、その他成分を加えることができる。
【００８６】
　公知の分散剤（顔料分散剤）としては、高分子分散剤〔例えば、ポリアミドアミンとそ
の塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不飽和酸エステル、変性ポリウレタン、変性ポ
リエステル、変性ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル系共重合体、ナフタレン
スルホン酸ホルマリン縮合物〕、および、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、
ポリオキシエチレンアルキルアミン、アルカノールアミン、顔料誘導体等を挙げることが
できる。
　高分子分散剤は、その構造からさらに直鎖状高分子、末端変性型高分子、グラフト型高
分子、ブロック型高分子に分類することができる。
【００８７】
　前述の顔料被覆高分子化合物と分散剤の比率は、特に制限されないが、分散剤が高分子
分散剤である場合は、１０／９０～９０／１０が好ましく、２０／８０～８０／２０が更
に好ましい。
【００８８】
＜（Ｃ）有機溶剤＞
　本発明の顔料分散組成物における有機溶剤としては、特に制限はなく、公知のものの中
から適宜選択することができ、例えば、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、１－メ
トキシ－２－プロパノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコー
ルモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコー
ルモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノエチルエーテル等の（ポリ）アルキレングリコールモノアルキルエーテルおよびこ
れらの酢酸エステル類；酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブ
チル、酢酸ｉ－ブチル等の酢酸エステル類；ベンゼン、トルエン、キシレンなどの芳香族
炭化水素類；メチルエチルケトン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノ
ンなどのケトン類；エタノール、プロパノール、ブタノール、ヘキサノール、シクロヘキ
サノール、エチレングリコール、ジエチレングリコール、グリセリン等のアルコール類、
などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。これらの中でも、アルキレングリコールモノアルキルエーテル類、およびその酢酸エス
テル類、酢酸エステル類、メチルエチルケトン、などが好ましい。
【００８９】
　顔料分散組成物における溶剤の含有量は、顔料分散組成物の用途などに応じて適宜選択
される。顔料分散組成物が後述する光硬化性組成物の調製に用いられる場合には、取り扱
い性の観点から、顔料及び顔料分散剤を含む固形分濃度が５～５０質量％となるように含
有することができる。
　（Ｃ）有機溶剤として、１－メトキシ－２－プロピルアセテートを１０質量％以上有す
ることが好ましい。
【００９０】
　本発明の顔料分散組成物の好ましい態様は、重量平均分子量１，０００以上の高分子化
合物で被覆処理した加工顔料と、顔料誘導体と、分散剤と、を有機溶剤中に分散してなる
顔料分散組成物である。（Ａ）アクリル系高分子分散剤は、顔料加工時に添加する顔料被
覆高分子化合物として用いてもよいし、分散剤として用いてもよいし、各々独立の（Ａ）
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アクリル系高分子分散剤を両方ともに用いてもよいが、分散剤として用いることが好まし
い。
【００９１】
　分散剤の添加量は、高分子分散剤の場合は、顔料に対して、０．５～１００質量％とな
るように添加することが好ましく、３～１００質量％がより好ましく、５～８０質量％が
特に好ましい。顔料分散剤の量が前記範囲内であると、十分な顔料分散効果が得られる。
ただし、分散剤の最適な添加量は、使用する顔料の種類、溶剤の種類などの組み合わせ等
により適宜調整される。
【００９２】
－顔料分散組成物の調製－
　本発明の顔料分散組成物の調製態様は、特に制限されないが、例えば、顔料と顔料分散
剤と溶剤とを、縦型もしくは横型のサンドグラインダー、ピンミル、スリットミル、超音
波分散機等を用いて、０．０１～１ｍｍの粒径のガラス、ジルコニア等でできたビーズで
微分散処理を行なうことにより得ることができる。
【００９３】
　ビーズ分散を行なう前に、二本ロール、三本ロール、ボールミル、トロンミル、ディス
パー、ニーダー、コニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー、単軸もしくは２軸の押出機
等を用いて、強い剪断力を与えながら混練分散処理を行なうことも可能である。
【００９４】
　なお、混練、分散についての詳細は、Ｔ．Ｃ．　Ｐａｔｔｏｎ著”Ｐａｉｎｔ　Ｆｌｏ
ｗ　ａｎｄ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ”（１９６４年　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌ
ｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ社刊）等に記載されている。
【００９５】
　本発明の顔料分散組成物は、カラーフィルタの着色パターン形成に好適に用いられる。
　また、本発明の顔料分散組成物は、カラーフィルタの製造に用いられる光硬化性組成物
に好適に用いられる。
【００９６】
〔光硬化性組成物〕
　本発明の光硬化性組成物は、既述の本発明の顔料分散組成物と、（Ｆ）重合性化合物と
、（Ｇ）光重合開始剤とを含んでなり、必要に応じてアルカリ可溶性樹脂などの他の成分
を含んでいてもよい。以下、各成分を詳述する。
【００９７】
（Ｆ）重合性化合物
　重合性化合物としては、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、
沸点が常圧で１００℃以上である化合物が好ましく、中でも４官能以上のアクリレート化
合物がより好ましい。
【００９８】
　前記少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、沸点が常圧で１００
℃以上である化合物としては、例えば、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレー
ト、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）ア
クリレート等の単官能のアクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグ
リコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ
）アクリレート、ヘキサンジオール（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ
（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリ（アクリロイロキシエチル）イソシアヌ
レート、グリセリンやトリメチロールエタン等の多官能アルコールにエチレンオキサイド
やプロピレンオキサイドを付加させた後（メタ）アクリレート化したもの、ペンタエリス
リトール又はジペンタエリスリトールのポリ（メタ）アクリレート化したもの、特公昭４
８－４１７０８号、特公昭５０－６０３４号、特開昭５１－３７１９３号公報に記載のウ
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レタンアクリレート類、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭
５２－３０４９０号公報に記載のポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）
アクリル酸との反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメ
タアクリレートを挙げることができる。
　更に、日本接着協会誌Ｖol．２０、Ｎo.７、３００～３０８頁に光硬化性モノマー及び
オリゴマーとして紹介されているものも使用できる。
【００９９】
　また、特開平１０－６２９８６号公報において一般式（１）及び（２）としてその具体
例と共に記載の、前記多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを
付加させた後に（メタ）アクリレート化した化合物も用いることができる。
　中でも、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサ（メタ）アクリレート、及びこれらのアクリロイル基がエチレングリコール、プ
ロピレングリコール残基を介している構造が好ましい。これらのオリゴマータイプも使用
できる。
【０１００】
　また、特公昭４８－４１７０８号、特開昭５１－３７１９３号、特公平２－３２２９３
号、特公平２－１６７６５号に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭
５８－４９８６０号、特公昭５６－１７６５４号、特公昭６２－３９４１７号、特公昭６
２－３９４１８号記載のエチレンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適であ
る。更に、特開昭６３－２７７６５３号、特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０
５２３８号に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付加重合性化合
物類を用いることによっては、非常に感光スピードに優れた光重合性組成物を得ることが
できる。市販品としては、ウレタンオリゴマーＵＡＳ－１０、ＵＡＢ－１４０（山陽国策
パルプ社製）、ＵＡ－７２００(新中村化学社製）、ＤＰＨＡ－４０Ｈ（日本化薬社製）
、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６Ｉ、ＡＨ－６００、Ｔ－６００、ＡＩ
－６００（共栄社製）などが挙げられる。
　また、酸基を有するエチレン性不飽和化合物類も好適であり、市販品としては、例えば
、東亞合成株式会社製のカルボキシル基含有３官能アクリレートであるＴＯ－７５６、及
びカルボキシル基含有５官能アクリレートであるＴＯ－１３８２などが挙げられる。
【０１０１】
　（Ｆ）重合性化合物は、１種単独で用いる以外に、２種以上を組み合わせて用いること
ができる。
　重合性化合物の光硬化性組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分中、３
～５５質量％が好ましく、より好ましくは１０～５０質量％である。重合性化合物の含有
量が前記範囲内であると、硬化反応が充分に行なえる。
【０１０２】
（Ｇ）光重合開始剤
　光重合開始剤としては、例えば、特開平５７－６０９６号公報に記載のハロメチルオキ
サジアゾール、特公昭５９－１２８１号公報、特開昭５３－１３３４２８号公報等に記載
のハロメチル－ｓ－トリアジン等の活性ハロゲン化合物、米国特許ＵＳＰ－４３１８７９
１、欧州特許公開ＥＰ－８８０５０Ａ等の各明細書に記載のケタール、アセタール、又は
ベンゾインアルキルエーテル類等の芳香族カルボニル化合物、米国特許ＵＳＰ－４１９９
４２０明細書に記載のベンゾフェノン類等の芳香族ケトン化合物、Ｆｒ－２４５６７４１
明細書に記載の（チオ）キサントン系又はアクリジン系化合物、特開平１０－６２９８６
号公報に記載のクマリン系又はビイミダゾール系の化合物、特開平８－０１５５２１号公
報等のスルホニウム有機硼素錯体等、等を挙げることができる。
【０１０３】
　前記光重合開始剤としては、アセトフェノン系、ケタール系、ベンゾフェノン系、ベン
ゾイン系、ベンゾイル系、キサントン系、活性ハロゲン化合物（トリアジン系、ハロメチ
ルオキサジアゾール系、クマリン系）、アクリジン類系、ビイミダゾール系、オキシムエ
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ステル系等が好ましい。
【０１０４】
　前記アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、２，２－ジエトキシアセトフェ
ノン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル
－プロパン－１－オン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、４’－イソプロピル－２－
ヒドロキシ－２－メチル－プロピオフェノン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニ
ル－ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－
ブタノン－１、２－トリル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－
ブタノン－１、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプ
ロパノン－１などを好適に挙げることができる。
【０１０５】
　前記ケタール系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルジメチルケタール、ベンジル
－β－メトキシエチルアセタールなどを好適に挙げることができる。
【０１０６】
　前記ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、４，４’－（
ビスジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－（ビスジエチルアミノ）ベンゾフェノ
ン、４，４’－ジクロロベンゾフェノン等を好適に挙げることができる。
【０１０７】
　前記ベンゾイン系又はベンゾイル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインイソプ
ロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインメチルエーテル、メチルｏ
－ベンゾイルベゾエート等を好適に挙げることができる。
【０１０８】
　前記キサントン系光重合開始剤としては、例えば、ジエチルチオキサントン、ジイソプ
ロピルチオキサントン、モノイソプロピルチオキサントン、クロロチオキサントン、等を
好適に挙げることができる。
【０１０９】
　前記活性ハロゲン光重合開始剤（トリアジン系，オキサジアゾール系，クマリン系）と
しては、例えば、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシフェニル－ｓ－
トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシスチリル－ｓ－トリ
アジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（１－ｐ－ジメチルアミノフェニル）
－１，３－ブタジエニル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ビ
フェニル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（ｐ－メチルビフ
ェニル）－ｓ－トリアジン、ｐ－ヒドロキシエトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、メトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル－ｓ－ト
リアジン、３，４－ジメトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリア
ジン、４－ベンズオキソラン－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－
（ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－（ジエトキシカルボニルアミノ）－フェニル）－２，６－ジ
（クロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ，Ｎ－（ジエトキシカルボニルアミノ
）－フェニル）－２，６－ジ（クロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－トリクロロメチル
－５－スチリル－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（シアノ
スチリル）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ナフト－１
－イル）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（４－スチリル
）スチリル－１，３，４－オキソジアゾール，３－メチル－５－アミノ－（（ｓ－トリア
ジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－クロロ－５－ジエチルアミノ－
（（ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－ブチル－５－ジ
メチルアミノ－（（ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン等を好
適に挙げることができる。
【０１１０】
　前記アクリジン系光重合開始剤としては、例えば、９－フェニルアクリジン、１，７－
ビス（９－アクリジニル）ヘプタン等を好適に挙げることができる。
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【０１１１】
　前記ビイミダゾール系光重合開始剤としては、例えば、２－（ｏ－クロロフェニル）－
４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，５－ジフ
ェニルイミダゾリル二量体、２－（２，４－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェニル
イミダゾリル二量体等を好適に挙げることができる。
【０１１２】
　前記以外に、１－フェニル－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル
）オキシム、Ｏ－ベンゾイル－４’－（ベンズメルカプト）ベンゾイル－ヘキシル－ケト
キシム、２，４，６－トリメチルフェニルカルボニル－ジフェニルフォスフォニルオキサ
イド、ヘキサフルオロフォスフォロ－トリアルキルフェニルホスホニウム塩等が挙げられ
る。
【０１１３】
　本発明では、以上の光重合開始剤に限定されるものではなく、他の公知のものも使用す
ることができる。例えば、米国特許第２，３６７，６６０号明細書に記載のビシナールポ
リケトルアルドニル化合物、米国特許第２，３６７，６６１号及び第２，３６７，６７０
号明細書に記載のα－カルボニル化合物、米国特許第２，４４８，８２８号明細書に記載
のアシロインエーテル、米国特許第２，７２２，５１２号明細書に記載のα－炭化水素で
置換された芳香族アシロイン化合物、米国特許第３，０４６，１２７号及び第２，９５１
，７５８号明細書に記載の多核キノン化合物、米国特許第３，５４９，３６７号明細書に
記載のトリアリルイミダゾールダイマー／ｐ－アミノフェニルケトンの組合せ、特公昭５
１－４８５１６号公報に記載のベンゾチアゾール系化合物／トリハロメチール－ｓ－トリ
アジン系化合物、Ｊ．Ｃ．Ｓ． Ｐｅｒｋｉｎ II（１９７９）１６５３－１６６０、Ｊ．
Ｃ．Ｓ．ＰｅｒｋｉｎＩＩ（１９７９）１５６－１６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏ
ｔｏｐｏｌｙｍｅｒ Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２０
２－２３２、特開２０００－６６３８５記載のオキシムエステル化合物等が挙げられる。
　また、これらの光重合開始剤を併用することもできる。
【０１１４】
　光重合開始剤の光硬化性組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分中、０
．１～１０．０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～５．０質量％である。光重合
開始剤の含有量が前記範囲内であると、重合反応を良好に進行させて強度の良好な膜形成
が可能である。
【０１１５】
＜増感色素＞
　本発明において必要に応じて増感色素を添加することが好ましい。この増感色素が吸収
しうる波長の露光により前記重合開始剤成分のラジカル発生反応や、それによる重合性化
合物の重合反応が促進されるものである。このような増感色素としては、公知の分光増感
色素又は染料、又は光を吸収して光重合開始剤と相互作用する染料又は顔料が挙げられる
。
【０１１６】
（分光増感色素又は染料）
　本発明に用いられる増感色素として好ましい分光増感色素又は染料は、多核芳香族類（
例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン）、キサンテン類（例えば、フルオレッセイ
ン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル）、シアニン類（例えば、
チアカルボシアニン、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類（例えば、メロシアニン
、カルボメロシアニン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トルイジン
ブルー）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、アクリフラビ
ン）、フタロシアニン類（例えば、フタロシアニン、メタルフタロシアニン）、ポルフィ
リン類（例えば、テトラフェニルポルフィリン、中心金属置換ポルフィリン）、クロロフ
ィル類（例えば、クロロフィル、クロロフィリン、中心金属置換クロロフィル）、金属錯
体、アントラキノン類、（例えば、アントラキノン）、スクアリウム類（例えば、スクア
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リウム）、等が挙げられる。
【０１１７】
　より好ましい分光増感色素又は染料の例を以下に例示する。
　特公平３７－１３０３４号公報に記載のスチリル系色素；特開昭６２－１４３０４４号
公報に記載の陽イオン染料；特公昭５９－２４１４７号公報記載のキノキサリニウム塩；
特開昭６４－３３１０４号公報記載の新メチレンブルー化合物；特開昭６４－５６７６７
号公報記載のアントラキノン類；特開平２－１７１４号公報記載のベンゾキサンテン染料
；特開平２－２２６１４８号公報及び特開平２－２２６１４９号公報記載のアクリジン類
；特公昭４０－２８４９９号公報記載のピリリウム塩類；特公昭４６－４２３６３号公報
記載のシアニン類；特開平２－６３０５３号記載のベンゾフラン色素；特開平２－８５８
５８号公報、特開平２－２１６１５４号公報の共役ケトン色素；特開昭５７－１０６０５
号公報記載の色素；特公平２－３０３２１号公報記載のアゾシンナミリデン誘導体；特開
平１－２８７１０５号公報記載のシアニン系色素；特開昭６２－３１８４４号公報、特開
昭６２－３１８４８号公報、特開昭６２－１４３０４３号公報記載のキサンテン系色素；
特公昭５９－２８３２５号公報記載のアミノスチリルケトン；特開平２－１７９６４３号
公報記載の色素；特開平２－２４４０５０号公報記載のメロシアニン色素；特公昭５９－
２８３２６号公報記載のメロシアニン色素；特開昭５９－８９３０３号公報記載のメロシ
アニン色素；特開平８－１２９２５７号公報記載のメロシアニン色素；特開平８－３３４
８９７号公報記載のベンゾピラン系色素が挙げられる。
【０１１８】
（３５０～４５０ｎｍに極大吸収波長を有する色素）
　増感色素の他の好ましい態様として、以下の化合物群に属しており、且つ、３５０～４
５０ｎｍに極大吸収波長を有する色素が挙げられる。
　例えば、多核芳香族類（例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン）、キサンテン類
（例えば、フルオレッセイン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル
）、シアニン類（例えばチアカルボシアニン、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類
（例えば、メロシアニン、カルボメロシアニン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチ
レンブルー、トルイジンブルー）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロ
フラビン、アクリフラビン）、アントラキノン類（例えば、アントラキノン）、スクアリ
ウム類（例えば、スクアリウム）が挙げられる。
【０１１９】
＜アルカリ可溶性樹脂＞
　アルカリ可溶性樹脂としては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、ア
クリル系共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカ
リ可溶性を促進する基（例えばカルボキシル基、リン酸基、スルホン酸基など）を有する
アルカリ可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。このうち、更に好ましくは、有
機溶剤に可溶で弱アルカリ水溶液により現像可能なものである。
【０１２０】
　アルカリ可溶性樹脂の製造には、例えば公知のラジカル重合法による方法を適用するこ
とができる。ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカル
開始剤の種類及びその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定可能
であり、実験的に条件を定めるようにすることもできる。
【０１２１】
　前記の線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマーが好ましい
。例えば特開昭５９－４４６１５号、特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７
７号、特公昭５４－２５９５７号、特開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８
号の各公報に記載されているような、メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタ
コン酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸
共重合体等、並びに側鎖にカルボン酸を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポ
リマーに酸無水物を付加させたもの等であり、さらに側鎖に（メタ）アクリロイル基を有
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する高分子重合体も好ましいものとして挙げられる。
【０１２２】
　これらの中では特に、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体や
ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重合
体が好適である。
　このほか、２－ヒドロキシエチルメタクリレートを共重合したもの等も有用なものとし
て挙げられる。該ポリマーは任意の量で混合して用いることができる。
【０１２３】
　前記以外に、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸
共重合体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタクリ
レートマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロキ
シエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタク
リル酸共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／
ベンジルメタクレート／メタクリル酸共重合体などが挙げられる。
【０１２４】
　アルカリ可溶性樹脂の具体的な構成単位については、特に（メタ）アクリル酸と、これ
と共重合可能な他の単量体との共重合体が好適である。ここで（メタ）アクリル酸はアク
リル酸とメタクリル酸を合わせた総称であり、以下も同様に（メタ）アクリレートはアク
リレートとメタクリレートの総称である。
【０１２５】
　前記（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体としては、アルキル（メタ）アクリ
レート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化合物などが挙げられる。ここで、アル
キル基及びアリール基の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。
　前記アルキル（メタ）アクリレート及びアリール（メタ）アクリレートの具体例として
は、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アク
リレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（
メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、
フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メタ）アクリ
レート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等を挙げ
ることができる。
【０１２６】
　また、前記ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルト
ルエン、グリシジルメタクリレート、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニル
ピロリドン、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、ポリスチレンマクロモノマー、ポ
リメチルメタクリレートマクロモノマー、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ(Ｒ１)(ＣＯ
ＯＲ３) 〔ここで、Ｒ１は水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ２は炭素数
６～１０の芳香族炭化水素環を表し、Ｒ３は炭素数１～８のアルキル基又は炭素数６～１
２のアラルキル基を表す。〕、等を挙げることができる。
【０１２７】
　これら共重合可能な他の単量体は、１種単独であるいは２種以上を組み合わせて用いる
ことができる。好ましい共重合可能な他の単量体は、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ(
Ｒ１)(ＣＯＯＲ３）、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート及
びスチレンから選択される少なくとも１種であり、特に好ましくは、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２

及び／又はＣＨ２＝Ｃ(Ｒ１)(ＣＯＯＲ３)である。
【０１２８】
　アルカリ可溶性樹脂の光硬化性組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分
中、１～１５質量％が好ましく、より好ましくは２～１２質量％であり、特に好ましくは
、３～１０質量％である。
【０１２９】
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－その他成分－
　本発明の光硬化性組成物には、必要に応じて、連鎖移動剤、フッ素系有機化合物、熱重
合開始剤、熱重合成分、熱重合防止剤、その他充填剤、前記のアルカリ可溶性樹脂以外の
高分子化合物、界面活性剤、密着促進剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤などの
各種添加物を含有することができる。
【０１３０】
＜連鎖移動剤＞
　本発明の光硬化性組成物に添加し得る連鎖移動剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アミノ安息香酸エチルエステルなどのＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸アルキルエステ
ル、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカ
プトベンゾイミダゾールなどの複素環を有するメルカプト化合物、および脂肪族多官能メ
ルカプト化合物などが挙げられる。
　連鎖移動剤は、１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【０１３１】
＜フッ素系有機化合物＞
　フッ素系有機化合物を含有することで、塗布液としたときの液特性（特に流動性）を改
善でき、塗布厚の均一性や省液性を改善することができる。すなわち、被塗布物と塗布液
との界面張力を低下させて被塗布物への濡れ性が改善され、被塗布物への塗布性が向上す
るので、少量の液量で数μｍ程度の薄膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均
一厚の膜形成が可能である点で有効である。
【０１３２】
　フッ素系有機化合物のフッ素含有率は、光硬化性組成物全固形分中、３～４０質量％が
好適であり、より好ましくは５～３０質量％であり、特に好ましくは７～２５質量％であ
る。フッ素含有率が前記範囲内であると、塗布厚均一性や省液性の点で効果的であり、組
成物中への溶解性も良好である。
【０１３３】
　フッソ系界面活性剤としては、末端、主鎖および側鎖の少なくともいずれかの部位にフ
ルオロアルキルまたはフルオロアルキレン基を有する化合物を好適に用いることができる
。具体的市販品としては、例えばメガファックＦ１４２Ｄ、同Ｆ１７２、同Ｆ１７３、同
Ｆ１７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１８３、同７８０、同７８１、同Ｒ３０、同Ｒ０８、同Ｆ－
４７２ＳＦ、同ＢＬ２０、同Ｒ－６１、同Ｒ－９０（大日本インキ（株）製）、フロラー
ドＦＣ－１３５、同ＦＣ－１７０Ｃ、同ＦＣ－４３０、同ＦＣ－４３１、Ｎｏｖｅｃ　Ｆ
Ｃ－４４３０（住友スリーエム（株）製）、アサヒガードＡＧ７１０５，７０００，９５
０，７６００、サーフロンＳ－１１２、同Ｓ－１１３、同Ｓ－１３１、同Ｓ－１４１、同
Ｓ－１４５、同Ｓ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１０２、同ＳＣ－１０３、同ＳＣ
－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ－１０６（旭ガラス（株）製）、エフトップＥＦ３５
１、同３５２、同８０１、同８０２（ＪＥＭＣＯ（株）製）などである。
【０１３４】
　フッ素系有機化合物は特に、塗布膜を薄くしたときの塗布ムラや厚みムラの防止に効果
的である。また、更には液切れを起こしやすいスリット塗布においても効果的である。
　フッ素系有機化合物の添加量は、光硬化性組成物の全質量に対して、０．００１～２．
０質量％が好ましく、より好ましくは０．００５～１．０質量％である。
【０１３５】
＜熱重合開始剤＞
　本発明の光硬化性組成物には、熱重合開始剤を含有させることも有効である。熱重合開
始剤としては、例えば、各種のアゾ系化合物、過酸化物系化合物が挙げられ、前記アゾ系
化合物としては、アゾビス系化合物を挙げることができ、前記過酸化物系化合物としては
、ケトンパーオキサイド、パーオキシケタール、ハイドロパーオキサイド、ジアルキルパ
ーオキサイド、ジアシルパーオキサイド、パーオキシエステル、パーオキシジカーボネー
トなどを挙げることができる。
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【０１３６】
＜熱重合成分＞
　本発明の光硬化性組成物には、熱重合成分を含有させることも有効である。必要によっ
ては、塗膜の強度を上げるために、エポキシ化合物を添加することができる。エポキシ化
合物としては、ビスフェノールＡ型、クレゾールノボラック型、ビフェニル型、脂環式エ
ポキシ化合物などのエポキシ環を分子中に２個以上有する化合物である。例えばビスフェ
ノールＡ型としては、エポトートＹＤ－１１５、ＹＤ－１１８Ｔ、ＹＤ－１２７、ＹＤ－
１２８、ＹＤ－１３４、ＹＤ－８１２５、ＹＤ－７０１１Ｒ、ＺＸ－１０５９、ＹＤＦ－
８１７０、ＹＤＦ－１７０など（以上東都化成製）、デナコールＥＸ－１１０１、ＥＸ－
１１０２、ＥＸ－１１０３など（以上ナガセ化成製）、プラクセルＧＬ－６１、ＧＬ－６
２、Ｇ１０１、Ｇ１０２（以上ダイセル化学製）の他に、これらの類似のビスフェノール
Ｆ型、ビスフェノールＳ型も挙げることができる。またＥｂｅｃｒｙｌ　３７００、３７
０１、６００（以上ダイセルユーシービー製）などのエポキシアクリレートも使用可能で
ある。クレゾールノボラック型としては、エポトートＹＤＰＮ－６３８、ＹＤＰＮ－７０
１、ＹＤＰＮ－７０２、ＹＤＰＮ－７０３、ＹＤＰＮ－７０４など（以上東都化成製）、
デナコールＥＭ－１２５など（以上ナガセ化成製）、ビフェニル型としては３，５，３’
，５’－テトラメチル－４，４’ジグリシジルビフェニルなど、脂環式エポキシ化合物と
しては、セロキサイド２０２１、２０８１、２０８３、２０８５、エポリードＧＴ－３０
１、ＧＴ－３０２、ＧＴ－４０１、ＧＴ－４０３、ＥＨＰＥ－３１５０（以上ダイセル化
学製）、サントートＳＴ－３０００、ＳＴ－４０００、ＳＴ－５０８０、ＳＴ－５１００
など（以上東都化成製）などを挙げることができる。また１，１，２，２－テトラキス（
ｐ－グリシジルオキシフェニル)エタン、トリス（ｐ－グリシジルオキシフェニル)メタン
、トリグリシジルトリス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、ｏ－フタル酸ジグリシ
ジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエステル、他にアミン型エポキシ樹脂であるエ
ポトートＹＨ－４３４、ＹＨ－４３４Ｌ、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の骨格中にダ
イマー酸を変性したグリシジルエステル等も使用できる。
【０１３７】
＜界面活性剤＞
　本発明の光硬化性組成物には、塗布性を改良する観点から、各種の界面活性剤を用いて
構成することが好ましく、前述のフッソ系界面活性剤の他にノニオン系、カチオン系、ア
ニオン系の各種界面活性剤を使用できる。中でも、前記のフッ素系界面活性剤、ノニオン
系界面活性剤が好ましい。
【０１３８】
　ノニオン系界面活性剤の例として、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、
ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルエステル
類、ソルビタンアルキルエステル類、モノグリセリドアルキルエステル類などのノニオン
系界面活性剤が特に好ましい。具体的には、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリ
オキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテルなどのポリオ
キシエチレンアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリ
オキシエチレンポリスチリル化エーテル、ポリオキシエチレントリベンジルフェニルエー
テル、ポリオキシエチレン-プロピレンポリスチリルエーテル、ポリオキシエチレンノニ
ルフェニルエーテルなどのポリオキシエチレンアリールエーテル類；ポリオキシエチレン
ジラウレート、ポリオキシエチレンジステアレートなどのポリオキシエチレンジアルキル
エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル類
、エチレンジアミンポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン縮合物などのノニオン系
界面活性剤があり、これらは花王（株）、日本油脂（株）、竹本油脂(株)、（株）ＡＤＥ
ＫＡ、三洋化成(株)などから市販されているものが適宜使用できる。前記の他に前述の分
散剤も使用可能である。
【０１３９】
　前記以外に、光硬化性組成物には各種の添加物を添加できる。添加物の具体例としては
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、２－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾト
リアゾール、アルコキシベンゾフェノン等の紫外線吸収剤、ポリアクリル酸ナトリウム等
の凝集防止剤、ガラス、アルミナ等の充填剤；イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体
、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体、酸性セルロース誘導体、水
酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの、アルコール可溶性ナイロン、ビスフ
ェノールＡとエピクロルヒドリンとから形成されたフェノキシ樹脂などのアルカリ可溶の
樹脂などがある。
【０１４０】
　また、未硬化部のアルカリ溶解性を促進し、顔料分散組成物の現像性の更なる向上を図
る場合には、顔料分散組成物に有機カルボン酸、好ましくは分子量１０００以下の低分子
量有機カルボン酸の添加を行なうことができる。具体的には、例えば、ギ酸、酢酸、プロ
ピオン酸、酪酸、吉草酸、ピバル酸、カプロン酸、ジエチル酢酸、エナント酸、カプリル
酸等の脂肪族モノカルボン酸；シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸
、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ブラシル酸、メチルマロン酸、
エチルマロン酸、ジメチルマロン酸、メチルコハク酸、テトラメチルコハク酸、シトラコ
ン酸等の脂肪族ジカルボン酸；トリカルバリル酸、アコニット酸、カンホロン酸等の脂肪
族トリカルボン酸；安息香酸、トルイル酸、クミン酸、ヘメリト酸、メシチレン酸等の芳
香族モノカルボン酸；フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリト酸、トリメシ
ン酸、メロファン酸、ピロメリト酸等の芳香族ポリカルボン酸；フェニル酢酸、ヒドロア
トロパ酸、ヒドロケイ皮酸、マンデル酸、フェニルコハク酸、アトロパ酸、ケイ皮酸、ケ
イ皮酸メチル、ケイ皮酸ベンジル、シンナミリデン酢酸、クマル酸、ウンベル酸等のその
他のカルボン酸が挙げられる。
【０１４１】
＜熱重合防止剤＞
　本発明の光硬化性組成物には、以上のほかに更に、熱重合防止剤を加えておくことが好
ましく、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレ
ゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４′－チオビス（３
－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ
－ブチルフェノール）、２－メルカプトベンゾイミダゾール等が有用である。
【０１４２】
　本発明の光硬化性組成物を、直接又は他の層を介して基板に回転塗布、スリット塗布、
流延塗布、ロール塗布、バー塗布等の塗布方法により塗布して、光硬化性の塗布膜を形成
し、所定のマスクパターンを介して露光し、露光後に未硬化部を現像液で現像除去するこ
とによって、各色（３色あるいは４色）の画素からなるパターン状皮膜を形成し、カラー
フィルタとすることができる。
　この際、使用する放射線としては、特にｇ線、ｈ線、ｉ線、j線等の紫外線が好ましい
。液晶表示装置用のカラーフィルタは、プロキシミテイ露光機、ミラープロジェクション
露光機で主としてｈ線、i線を使用した露光が好ましく、固体撮像素子用のカラーフィル
タでは、ステッパー露光機で主としてｉ線を使用することが好ましい。
【０１４３】
　本発明のカラーフィルタは、既述の本発明の光硬化性組成物を用いてガラスなどの基板
上に形成されるものであり、本発明の光硬化性組成物を直接若しくは他の層を介して基板
上に例えばスリット塗布によって塗膜を形成した後、この塗膜を乾燥させ、パターン露光
し、現像液を用いた現像処理を順次行なうことによって好適に作製することができる。こ
れにより、液晶表示素子や固体撮像素子に用いられるカラーフィルタをプロセス上の困難
性が少なく、高品質でかつ低コストに作製することができる。
【０１４４】
　前記基板としては、例えば、液晶表示素子等に用いられる無アルカリガラス、ソーダガ
ラス、パイレックス（登録商標）ガラス、石英ガラス、及びこれらに透明導電膜を付着さ
せたものや、固体撮像素子等に用いられる光電変換素子基板、例えばシリコン基板等、並
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びにプラスチック基板が挙げられる。これらの基板上には、通常、各画素を隔離するブラ
ックマトリクスが形成されていたり、密着促進等のために透明樹脂層を設けたりしている
。
【０１４５】
　プラスチック基板には、その表面にガスバリヤー層及び／又は耐溶剤性層を有している
ことが好ましい。このほかに、薄膜トランジスター（ＴＦＴ）方式カラー液晶表示装置の
薄膜トランジスター（ＴＦＴ）が配置された駆動用基板（以下、「ＴＦＴ方式液晶駆動用
基板」という。）上にも本発明の光硬化性組成物からなるパターン状皮膜を形成し、カラ
ーフィルタを作成することができる。その際に使用されるフォトマスクには、画素を形成
するためのパターンのほか、スルーホールあるいはコの字型の窪みを形成するためのパタ
ーンも設けられている。ＴＦＴ方式液晶駆動用基板における基板としては、例えば、ガラ
ス、シリコン、ポリカーボネート、ポリエステル、芳香族ポリアミド、ポリアミドイミド
、ポリイミド等を挙げることができる。これらの基板には、所望により、シランカップリ
ング剤等による薬品処理、プラズマ処理、イオンプレーティング、スパッタリング、気相
反応法、真空蒸着等の適宜の前処理を施しておくこともできる。例えば、ＴＦＴ方式液晶
駆動用基板の表面上、あるいは該駆動基板の表面に窒化ケイ素膜等のパッシベーション膜
を形成した基板等を挙げることができる。
【０１４６】
　本発明の光硬化性組成物を基板に塗布する方法としては特に限定されるものではないが
、スリット・アンド・スピン法、スピンレス塗布法等のスリットノズルを用いる方法（以
下スリットノズル塗布法という）が好ましい。スリットノズル塗布法において、スリット
・アンド・スピン塗布法とスピンレス塗布法は、塗布基板の大きさによって条件は異なる
が、例えばスピンレス塗布法により第五世代のガラス基板（１１００ｍｍ×１２５０ｍｍ
）を塗布する場合、スリットノズルからの光硬化性組成物の吐出量は、通常、５００～２
０００マイクロリットル／秒、好ましくは８００～１５００マイクロリットル／秒であり
、また塗工速度は、通常、５０～３００ｍｍ／秒、好ましくは１００～２００ｍｍ／秒で
ある。光硬化性組成物の固形分としては通常、１０～２０％、好ましくは１３～１８％で
ある。基板上に本発明の光硬化性組成物による塗膜を形成する場合、該塗膜の厚み（プリ
ベーク処理後）としては、一般に０．３～５．０μｍであり、望ましくは０．５～４.０
μｍ、最も望ましくは０．５～３．０μｍである。
【０１４７】
　通常は塗布後にプリベーク処理を施す。必要によってプリベーク前に真空処理を施すこ
とができる。真空乾燥の条件は、真空度が、通常、０．１～１．０ｔｏｒｒ、好ましくは
０．２～０．５ｔｏｒｒ程度である。
プリベーク処理は、ホットプレート、オーブン等を用いて５０～１４０℃の温度範囲で、
好ましくは７０～１１０℃程度であり、１０～３００秒の条件にて行なうことができる。
高周波処理などを併用しても良い。高周波処理は単独でも使用可能である。
【０１４８】
　現像処理では、露光後の未硬化部を現像液に溶出させ、硬化分のみを残存させる。現像
温度としては、通常２０～３０℃であり、現像時間としては２０～９０秒である。
　現像液としては、未硬化部における光硬化性組成物の塗膜を溶解する一方、硬化部を溶
解しないものであれば、いずれのものも用いることができる。具体的には、種々の有機溶
剤の組合せやアルカリ性の水溶液を用いることができる。
【０１４９】
　前記有機溶剤としては、本発明の顔料分散組成物又は光硬化性組成物を調製する際に使
用できる既述の溶剤が挙げられる。
　前記アルカリ性の水溶液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸
ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、硅酸ナトリウム、メタ硅酸ナトリウム、アンモニア水
、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエタノールアミン、テトラメチルアンモニウ
ムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、コリン、ピロール、ピペリジ
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ン、１，８－ジアザビシクロ－［５，４，０］－７－ウンデセン等のアルカリ性化合物を
、濃度が０．００１～１０質量％、好ましくは０．０１～１質量％となるように溶解した
アルカリ性水溶液が挙げられる。アルカリ性水溶液には、例えばメタノール、エタノール
等の水溶性有機溶剤や界面活性剤等を適量添加することもできる。
【０１５０】
　現像方式は、デイップ方式、シャワー方式、スプレー方式などいずれでもよく、これに
スウィング方式、スピン方式、超音波方式などを組み合わせても良い。現像液に触れる前
に、被現像面を予め水等で湿しておいて、現像むらを防ぐこともできる。また基板を傾斜
させて現像することもできる。固体撮像素子用の場合はパドル現像も用いられる。
【０１５１】
　現像処理後は、余剰の現像液を洗浄除去するリンス工程を経て、乾燥を施した後、硬化
を完全なものとするために、加熱処理（ポストベーク）が施される。
　リンス工程は通常は純水で行うが、省液のために、最終洗浄で純水を用い、洗浄はじめ
は使用済の純水を使用したり、基板を傾斜させて洗浄したり、超音波照射を併用したりで
きる。
【０１５２】
　リンスの後で水切り、乾燥をした後に、通常約２００℃～２５０℃の加熱処理を行なう
。この加熱処理（ポストベーク）は、現像後の塗布膜を、上記条件になるようにホットプ
レートやコンベクションオーブン（熱風循環式乾燥機）、高周波加熱機等の加熱手段を用
いて、連続式あるいはバッチ式で行なうことができる。
　以上の操作を所望の色相数に合わせて各色毎に順次繰り返し行なうことにより、複数色
の着色された硬化膜が形成されてなるカラーフィルタを作製することができる。
【０１５３】
　本発明の着色硬化性組成物の用途としては、主に、カラーフィルタの着色パターンへの
用途を中心に説明したが、カラーフィルタを構成する着色パターン（画素）を隔離するブ
ラックマトリックスの形成にも適用することができる。
　基板上のブラックマトリックスは、カーボンブラック、チタンブラックなどの黒色顔料
の加工顔料を含有する着色硬化性組成物を用い、塗布、露光、及び現像の各工程を経て、
その後、必要に応じて、ポストベークすることにより形成することができる。
【０１５４】
＜液晶表示装置＞
　本発明の液晶表示素子は、本発明のカラーフィルタを備えてなるものである。
　より具体的には、本発明のカラーフィルタの内面側に配向膜を形成し、電極基板と対向
させ、間隙部に液晶を満たして密封することにより、本発明の液晶表示装置であるパネル
が得られる。
【実施例】
【０１５５】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」および
「％」は質量基準である。
【０１５６】
（モノマー１の合成）
　１，８－ナフタルイミド９．５２部、ｔ－ブトキシカリウム５．９４部をジメチルスル
ホキシド３０部に溶解させ、４５℃に加熱する。これにクロロメチルスチレン１５．２６
部を滴下し、５０℃でさらに５時間加熱攪拌を行う。この反応液を蒸留水２００部に攪拌
しながら注ぎ、得られた析出物を濾別、洗浄することで、モノマー１を１１．９部得た。
【０１５７】
＜高分子分散剤１～２４の合成＞
　前記モノマー１を５部、メチルメタクリレート３９部、メタクリル酸６．０部、および
１－メトキシ－２－プロパノール５０部を、窒素置換した三口フラスコに導入し、攪拌機
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（新東科学（株）：スリーワンモータ）にて攪拌し、窒素をフラスコ内に流しながら加熱
して７８℃まで昇温する。これに２，２－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）
（和光純薬（株）製Ｖ－６５）を０．１部加え、７８℃にて２時間加熱攪拌を行った。２
時間後、さらにＶ－６５を０．１部加え、３時加熱攪拌の後、得られた反応液に２－アセ
トキシ－１－メトキシプロパンを６６．７部加え、重量平均分子量２５０００の高分子分
散剤１の３０％溶液を得た。
　更に、高分子分散剤１の合成において、モノマー１、メチルメタクリレート、及びメタ
クリル酸の使用量を変更し、更に加熱攪拌の温度、時間を変更したこと以外高分子分散剤
１の合成と同様にして、表１に記載の組成及び重量平均分子量の高分子分散剤２～２４の
３０％溶液を得た。尚、表１には、得られた高分子分散剤１～２４の酸価も記載する。
【０１５８】
＜顔料分散組成物１～２４の調製＞
　下記組成（１）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
〔組成（１）〕
・Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・表１に示す高分子分散剤（３０％溶液）　　　　　　　　　　　　　　　１１２．５部
・ソルスパース２４０００ＧＲ（アビシア株式会社製）　　　　　　　　　３３．７５部
・２－アセトキシ－１－メトキシプロパン　　　　　　　　　　　　　　７０３．７５部
【０１５９】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、さらに０．３ｍｍφジルコニアビーズを用いた
ビーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行ない、
その後さらに、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（
株）製）を用いて、２０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処
理を行なった。この分散処理を１０回繰り返し、赤色の顔料分散組成物１～２４をそれぞ
れ得た。
【０１６０】
（実施例１～１２、比較例１～１２）
＜感光性透明樹脂組成物の調製＞
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）　３３．０５部
・３－エトキシプロピオン酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　１７．００部
・ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体
　（７０／３０モル％、分子量５０００）　　　　　　　　　　　　　　　３．７８部
・ジペンタエリスリトールテトラアクリレート　　　　　　　　　　　　　２．７２部
・トリアジン系光重合開始剤（下記トリアジン系開始剤ａ）　　　　　　　０．５１部
・ハイドロキノンモノメチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．００１４部
・エピクロンＮ６９５（大日本インキ化学株式会社製）　　　　　　　　　０．４５部
・ソルスパース２００００（アビシア株式会社製）　　　　　　　　　　　０．４５部
・メガファックＦ－７８１（大日本インキ化学株式会社製）　　　　　　０．０３０部
　上記を室温で混合し、１時間攪拌することで感光性透明樹脂組成物を得た。
【０１６１】
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【化６】

【０１６２】
＜カラーフィルタ用組成物の調製＞
　上記顔料分散組成物１～２４　４２．０部それぞれを攪拌しながら、上記感光性透明樹
脂組成物５８．０部に添加することでカラーフィルタ用組成物１～２４をそれぞれ調製し
た。
【０１６３】
＜顔料分散組成物の評価＞
　得られたカラーフィルタ用組成物１～２４それぞれについて下記の評価を行った。結果
を表１に示す。
（１）吸着率
　用いた顔料分散組成物について、既述の方法で高分子分散剤の顔料への吸着率を測定し
た。
【０１６４】
（２）粘度変化の測定、評価
　用いた顔料分散組成物について、Ｅ型粘度計を用いて、分散直後の顔料分散組成物の粘
度η１、および分散後（６０℃にて）１０日間経過した後の顔料分散組成物の粘度η２を
測定し、増粘の程度（η２－η１）を評価した。ここで、（η２－η１）の値が小さいこ
とは、分散剤に起因する粘度の上昇が抑制されており、顔料の分散性及び分散安定性が良
好であることを示す。
【０１６５】
（３）ポリエチレングリコールメタクリレート（ＰＧＭＥＡ）溶解性
　それぞれのカラーフィルタ用組成物に用いた高分子分散剤を、固形分量が３０％となる
ようにＰＧＭＥＡに添加し、攪拌した。攪拌したときの状態を下記基準で官能評価した。
　尚、評価結果が「×」となる比較例４、６、７は、感光性透明樹脂組成物の調製におい
て、高分子分散剤がＰＧＭＥＡに溶解しなかったため、カラーフィルタ用組成物が得られ
なかった。そのため、上記の吸着率、粘度変化、及び後記アルカリ溶解性の測定又は評価
を実施しなかった（表１では、「－－」と記載。）。
○：透明でクリアな液が得られた。
×：白濁し、クリアな液が得られなかった。
【０１６６】
（４）アルカリ溶解性
　それぞれのカラーフィルタ用組成物を０．７ｍｍ厚のガラス基板に乾燥後膜厚が２．４
μｍになるように塗布し、１％ＫＯＨ溶液中に浸漬し、ガラス基板を２０秒間上下に振と
うする際のレジスト膜の溶解性を下記基準で官能評価した。
○：レジスト膜がはがれることなく完全溶解し、１％ＫＯＨ溶液中に未溶解物が残らない
。
○△：レジスト膜が一部ガラスから剥がれるが最終的には完全溶解し、１％ＫＯＨ溶液中
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に未溶解物が残らない。
△：レジスト膜が一部ガラスから剥がれ、１％ＫＯＨ溶液中に未溶解物がわずかに残るが
、２分以上攪拌することで完全溶解する。
△×：レジスト膜が一部ガラスから剥がれ、１％ＫＯＨ溶液中に未溶解物がわずかに残り
、２分以上攪拌しても未溶解物が残る。
×：レジスト膜が一部ガラスから剥がれ、１％ＫＯＨ溶液中に未溶解物が残り、２分以上
攪拌してもほとんど溶解しない。
××：１％ＫＯＨ溶液中に溶解しない。
【０１６７】
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【表１】

【０１６８】
　表１より、実施例１～１２で得られた顔料分散組成物の粘度は１５ｍＰａ・ｓ以下であ
ることがわかる。これは分散剤が顔料に対して適度な吸着性を有しているため、立体反発
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性を損なうことなく顔料表面を被覆したことでより最適に分散されたことを示しているこ
とがわかる。
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